











A Study on the Continuity of Kindergartens Founded During
the Meiji Period in Hiroshima Prefecture













In our country, the main types of educational facilities for preschoolers include preschools, nursery schools,
and certified child care facilities. Among preschools, many do not meet the minimum enrollment and often
close their doors. In this study, a survey was conducted at preschools operating since the Meiji period in
Hiroshima Prefecture to analyze awareness among the current teaching staff about the reasons behind the
enduring existence of their preschools. The objective was to investigate the factors that make their continued
survival possible.
The result showed a significant difference in responses to multiple-choice questions concerning their opinions on the
institution's founding philosophy and the present management's philosophy, whether they believe their institution
is in any way more superior to other preschools, and if they felt there was any threat to the continued
existence of their institution. In contrast to the fifteen multiple-choice questions, the result of the free response
questions, based on the viewpoints of children, childcare workers, and guardians, suggest that flexibility that
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Ⅳ．考察
本研究では、幼稚園が存続し続ける理由に関し
て、対象園に現在勤めている教職員への意識調査
を実施し、選択項目と記述項目による回答を得
た。選択項目では、10項目中４項目は100%の肯
定的な回答を示し、創立者や現経営者への理念に
対しての理解度の高さや、教職員間の関係の良さ
といった、組織内部のまとまりや結束が存続し続
ける上で必要な理由として示された。一方で園の
危機的状況については55.8%の教職員がその事実
を「全く知らない」あるいは「ほとんど知らない」
との回答が示されており、このことが存続の理由
にあたるのか、またその事実を知ることで存続し
続ける可能性が高まるのかは疑わしいものの、採
用年度当初や年度前研修などにおいて、こうした
園の歴史的事実についての話はあって然るべきも
のではあるが、現状として６園全体としてはこの
ような結果が示された。しかしながら回答者全員
が「よく知っている」「ある程度知っている」と
回答している園も一部あり、これ以外の園で「全
く知らない」あるいは「ほとんど知らない」との
回答者の多くは、経験年数の少ない若年層の教職
員に見られる傾向がある。
記述項目では15項目の具体的な回答内容から、
それぞれの質問項目の傾向が明らかとなったが、
これらの項目から見えてくる存続の理由について
まとめてみると、全教職員が創立者や現経営者の
理念に対する理解と賛同の意思を心から示し、全
教職員共通認識の下で、理念に基づく保育を一人
ひとりの子どものために展開する。実施に当たっ
ては、豊かな自然環境による保育やキリスト教精
神に基づく保育、少人数保育、異年齢保育、青少
年赤十字活動などといった各園の強みや特色、優
位性を前面に押し出す。その保育技術の向上を図
るためには、日々の保育実践を踏まえた保育の振
り返りと定期的な研修及び教職員間の連携、互い
に思いやる気持ちを持ってのアドバイスが必要と
なる。そのためには話しやすい職場環境での雰囲
気づくりが大切で、開かれた職場環境であること
が、子どもに関する情報の共有化はもとより教職
員自身の保育実践などでの悩みの解決につながる。
しかしながら少子化による園児数の減少、それ
に伴う経営難、加えて時代の流れによる保育者の
ニーズの多様化や認定こども園・保育園化の流れ
といった現実に直面している現状から、幼稚園存
続の条件として、園児数の確保は絶対である。そ
のために必要なこととして、子ども、保育者、保
護者の三つの視点を踏まえ、時代の流れに応じた
柔軟な対応をしていくことが存続し続ける上で重
要である。
広島県内の幼稚園の多くは、原爆被害による危
機的状況から様々な苦労を抱え、乗り越えながら
復興を果たし現在に至っている。広島県幼稚園
130年の歴史や我が国においては140年の歴史を踏
まえ、幼稚園が存続し続けることの意味や重みを
しっかり感じながら、関係する人々には、さらな
る努力お願いし、今後のさらなる発展に尽くして
ほしいと願うものである。
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